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（単位：千円）

伸率（％）比較増減前年度予算額本年度予算額会　計　名

△１．０△９３，８００９，８１８，８００９，７２５，０００一 般 会 計

５．４１３６，８６９２，５４２，５２３２，６７９，３９２国民健康保険
特　
　

別　
　

会　
　

計

△５．２△１４１，５５７２，７２２，３１９２，５８０，７６２老人保健医療

７．１１１１，２８４１，５７２，６２６１，６８３，９１０介 護 保 険

△１４．０△３１６，４１３２，２６３，４１５１，９４７，００２下水道事業

△２．３△２０９，８１７９，１００，８８３８，８９１，０６６小 計

△１．６△３０３，６１７１８，９１９，６８３１８，６１６，０６６合　　　計

平成17年度

当　

初　

予　

算

　
　
　
　
　
　
　

一
般
会
計
・
特
別
会
計
予
算
総
額

　
　
　
　
　
　
　

一
八
六
億
一
、六
〇
六
万
六
千
円

一　

般　

会　

計

　

今
年
度
の
財
政
見
通
し
は
、
歳
入
の
根
幹
を
な
す
町
税
収

入
は
税
制
改
正
等
に
よ
り
若
干
の
増
加
は
見
込
ま
れ
る
一

方
、
個
人
所
得
の
減
収
や
土
地
の
下
落
等
に
よ
り
、
依
然
と

し
て
厳
し
い
状
況
は
続
く
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
国
で
進
め
ら
れ
て
い
る
地
方
税
財
政
制
度
改
革
、

い
わ
ゆ
る
「
三
位
一
体
改
革
」
と
し
て
交
付
税
の
見
直
し
、

国
庫
補
助
負
担
金
の
削
減
、
地
方
へ
の
税
源
移
譲
が
三
点

セ
ッ
ト
で
論
じ
ら
れ
て
い
る
中
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は

引
き
続
き
不
交
付
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
更

に
国
庫
補
助
負
担
金
に
お
い
て
は
、
国
の
改
革
に
よ
る
削
減

に
よ
り
財
源
が
一
般
化
さ
れ
る
見
込
み
と
な
っ
て
お
り
、
歳

入
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
極
め
て
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま

す
。

　

一
方
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
扶
助
費
、
公
債
費
な
ど
の
義

務
的
経
費
や
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る

ほ
か
、
政
策
経
費
に
つ
い
て
も
増
加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
行
財
政
環
境
の
下
で
、
国
や
県
の
行
財
政
制

度
の
動
向
や
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
財
政
運
営
に
心
が

け
、
財
源
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
行
政
サ
ー
ビ
ス
等
の
効

率
化
及
び
質
の
向
上
を
目
指
し
、
福
祉
、
環
境
、
教
育
、
防

災
等
の
各
分
野
に
わ
た
り
、
町
民
生
活
に
深
く
関
わ
り
の
あ

る
喫
緊
な
課
題
に
対
応
す
べ
く
重
点
的
か
つ
効
率
的
に
予
算

を
配
分
し
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
予
算
額
は
、
前
年
度
比
一
・
〇

�
減
の
九
七
億
二
、
五
〇
〇
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

歳
入
の
う
ち
、
町
税
は
、
個
人
所
得
の
減

収
等
に
伴
い
、
前
年
度
比
〇
・
一
�
減
の
五

五
億
三
、
八
〇
〇
万
円
で
す
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
社
会
福
祉
費
負
担
金
、

社
会
福
祉
費
補
助
金
等
が
増
額
と
な
っ
た
も

の
の
、
清
掃
費
補
助
金
、
社
会
教
育
費
補
助

金
、消
防
費
補
助
金
等
が
減
額
に
よ
り
、前
年

度
よ
り
四
、六
五
一
万
一
千
円
の
減
額
で
す
。

　

県
支
出
金
は
、
選
挙
費
委
託
金
、
商
工
費

補
助
金
、
社
会
福
祉
費
補
助
金
等
が
減
額
し

た
も
の
の
、
社
会
福
祉
費
負
担
金
、
水
産
業

費
補
助
金
、
統
計
調
査
費
委
託
金
等
の
増
額

に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
一
、
〇
四
七
万
一
千

円
の
増
額
で
す
。

　

歳
出
は
、
普
通
建
設
事
業
費
が
前
年
度
比

六
九
・
三
�
増
の
十
一
億
一
、
七
三
一
万
四
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町税�
55億3,800万円�
（56.9％）�

自主財源�
71億117万2千円�
（73.0％）�

その他�
　分担金及び負担金�
　4,473万6千円（0.5％）�
　財産収入　5,360万5千円（0.6％）�
　寄附金　4万9千円（0.0％）�
　繰越金　2億円（2.1％）�
　諸収入　3,210万3千円（0.3％）�

使用料及び手数料�
1億8,126万6千円（1.9％）�

繰入金�
10億5,141万3千円（10.8％）�

地方消費税交付金�
2億円（2.1％）�

地方特例交付金�
2億5,000万円（2.6％）�

地方交付税�
4,500万円（0.5％）�

県支出金�
4億4,244万6千円（4.5％）�

町債�
10億3,020万円（10.6％）�

その他�
　地方譲与税　1億8,100万円（1.9％）�
　利子割交付金　4,000万円（0.4％）�
　配当割交付金　1,400万円（0.1％）�
　株式等譲渡所得割交付金　800万円（0.1％）�
　ゴルフ場利用税交付金　3,000万円（0.3％）�
　自動車取得税交付金　9,000万円（0.9％）�
　交通安全対策特別交付金　650万円（0.1％）�

　　　依存財源�
26億2,382万8千円�
　（27.0％）�

総　額�
97億�

2,500万円�

国庫支出金�
2億8,668万2千円（2.9％）�

歳　入

歳　出

総務費�
12億9,994万円�
（13.4％）�

民生費�
21億8,228万1千円�

（22.4％）�

衛生費�
18億9,574万円�
（19.5％）�

農林水産業費�
9,384万2千円（1.0％）�

商工費�
8,965万8千円（0.9％）�

土木費�
18億5,940万4千円�

（19.1％）�

消防費�
5億9,132万6千円�

（6.1％）�

教育費�
8億9,067万7千円�

（9.2％）�

災害復旧費�
300万円（0.0％）�

公債費�
5億6,867万1千円�

（5.8％）�

予備費�
5,000万円（0.5％）�

　議会費�
　1億9,889万1千円�
　（2.0％）�

諸支出金�
157万円（0.0％）�

総　額�
97億�

2,500万円�
高齢者・障害者（児）・�
児童・母子父子福祉に�
67,077円（22.4％）�

保健・医療・環境保全に�
58,270円（19.5％）�

観光・産業の振興に�
5,640円（1.9％）�

道路・公園・�
まちづくりに�
57,153円�
（19.1％）�

地域活動・行政の�
運営に�
65,134円（21.8％）�

学校・図書館・�
生涯学習に�
27,377円（9.2％）�

救急・防災等�
町民の安全生活に�
18,268円（6.1％）�

特　

集

千
円
と
な
っ
た
も
の
の
、
公
債
費
を
四
七
・

七
�
減
の
五
億
六
、
八
六
七
万
一
千
円
に
、

物
件
費
は
前
年
度
比
四
・
六
�
減
の
二
一
億

八
二
万
七
千
円
、
補
助
費
等
は
前
年
度
比

二
・
六
�
減
の
四
億
五
、
五
一
〇
万
一
千
円

と
な
る
な
ど
、
節
減
抑
制
に
努
め
ま
し
た
。

町民一人あたりの町税額
170,222円

※人口は、平成１７年１月１日現在
　住民基本台帳人口（３２，５３４人）

町民一人あたりの歳出総額
298,918円
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1　『青い海と緑の丘のある美しいまち』づくり
●緑豊かな居住環境をつくる ４億５，５６１万２千円
　都市計画推進事業（２，３１１千円）、�新 景観計画関連事業（５千
円）、緑化事業（１０，２０５千円）公園管理事業（２５，８８７千円）、南
郷上ノ山公園管理事業（５１，７００千円）
●環境に配慮したまちをつくる  ２９億４，８６７万３千円
　環境保全対策事業（４９５千円）、環境基本計画推進事業（６２８千
円）、鳥獣保護管理対策事業（２，２４４千円）、ごみ資源化・減量化
事業（４３，６２０千円）、ごみ収集事業（９５，５０３千円）、ごみ焼却処
理事業（１８３，４６１千円）、クリーンセンター維持管理運営事業
（１８０，０１９千円）、公害防止対策事業（１，５６５千円）

2　『文化をはぐくむうるおい、
ふれあいのまち』づくり

●資源を生かし地域の活性化を図る  １，７１７万６千円
　「くれ竹の郷葉山」推進事業（１０，２４４千円）、非核平和・国際
交流事業（２，９２４千円）、草津町親善交流事業（４７２千円）
●豊かな心を創造する ４億８，６９６万１千円
　公民館教室運営事業（４，２８８千円）、しおさい博物館教育活動
及び調査研究事業（１，９５５千円）、児童生徒就学援助事業（１６，９２５
千円）、長柄桜山古墳群調査整備事業（８，９４６千円）
●活力ある産業をつくる  １億５，７２５万１千円
　観光施設維持管理事業（２４，８４５千円）、商工活動等支援事業
（１４，８１６千円）、�新 水田農業構造改革対策事業（８０千円）、�新 真
名瀬漁港再整備事業（４８，９２１千円）、うき・ウキ－はやま推進事
業（２５３千円）

3　『安全で安心して暮らせるまち』づくり
●うるおいのある生活と安心して子育てができるまちをつくる

２９億５，７２２万１千円
　�新 特別養護老人ホーム・介護老人保健施設整備費補助（６６，７１６
千円）、在宅老人への生活支援事業（４１，１４１千円）、�新 障害者施
設指定管理業務推進事業（１０，０５３千円）、施設訓練等支援事業
（１８１，３７７千円）、小児医療助成事業（３２，５９７千円）、�新 災害情報
ラジオ給付事業（１，６９１千円）、児童手当支給事業（９８，５５０千円）、
入所児童委託事業（１２６，８３１千円）、�新 保育園・教育総合センター
複合施設整備事業（４３０，３６０千円）
●いきいきと誰もが健康に暮らすことのできるまちをつくる 

５４億２５８万７千円
　健康づくり事業（１，７５４千円）、成人保健事業（２，１３７千円）
●災害に強く安全なまちをつくる ２億４３６万６千円
　消防車両整備事業（１９，０９９千円）、民間木造住宅耐震診断及び
耐震補強工事事業（２，３２２千円）、�新 防災行政無線情報伝達補完
事業（３，３１６千円）

4　『住民が参加する自治のまち』づくり
●コミュニティをつくる １，４４４万円
　町民相談事業（１３，７６７千円）、�新 終戦６０周年事業（１６０千円）
●町民と行政の協力関係をつくる ３，５９４万８千円
　諸証明等宅配サービス事業（８５０千円）、広報紙発行事業
（９，３６３千円）
●効率的な行財政運営を図る １億９，８４７万７千円
　電子自治体基盤整備事業（１０，７５０千円）、企画調整事業（６，３１７
千円）

特　

別　

会　

計

主 要 施 策 の 概 要
�新は新規事業（職員給与費・一般事務費は除く）

国

民

健

康

保

険

　

特
別
会
計
（
四
会
計
）
の
合
計
は
、
八
八

億
九
、
一
〇
六
万
六
千
円
で
、
前
年
比
二
・

三
�
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

予
算
額
は
前
年
比
五
・
四
�
増
の
二
六
億

七
、
九
三
九
万
二
千
円
で
す
。

　

歳
入
は
、
保
険
給
付
費
の
増
加
に
伴
う
療

養
給
付
費
等
交
付
金
が
六
・
〇
�
増
の
五
億

四
、
六
八
七
万
四
千
円
、
高
額
医
療
費
共
同

事
業
負
担
金
の
県
支
出
金
が
二
・
五
�
減
の

一
、
四
八
八
万
九
千
円
で
す
。

　

歳
出
は
、
一
般
被
保
険
者
、
退
職
被
保
険

者
等
療
養
給
付
費
と
一
般
被
保
険
者
、
退
職

被
保
険
者
等
高
額
療
養
費
の
伸
び
に
よ
る
保

険
給
付
費
が
九
・
二
�
増
の
十
七
億
七
、
六

九
三
万
六
千
円
と
な
る
も
の
の
老
人
医
療
対

象
年
齢
の
引
き
上
げ
等
に
よ
る
保
険
者
拠
出

金
の
減
少
に
よ
り
老
人
保
健
拠
出
金
が
三
・

七
�
減
の
六
億
二
七
一
万
四
千
円
で
す
。

　

主
な
内
訳
は
、
一
般
被
保
険
者
の
療
養
給

付
に
十
億
五
八
二
万
七
千
円
、
退
職
被
保
険

者
等
の
療
養
給
付
に
五
億
五
、
一
二
九
万
一

千
円
、
一
般
被
保
険
者
の
緊
急
等
の
受
診
･

補
装
具
等
の
費
用
に
一
、
三
四
一
万
円
、
退

職
者
被
保
険
者
等
の
受
診
・
補
装
具
等
の
費

用
に
六
四
三
万
二
千
円
、
一
般
被
保
険
者
の

高
額
療
養
費
超
過
分
に
九
、
七
七
八
万
三
千

円
、
退
職
被
保
険
者
等
の
高
額
療
養
費
超
過

分
に
五
、
七
四
〇
万
四
千
円
、
被
保
険
者
の

出
産
に
一
時
金
を
支
給
す
る
の
に
一
、
八
〇

〇
万
円
、
被
保
険
者
の
葬
祭
費
を
支
給
す
る

の
に
一
、
六
一
〇
万
円
、
老
人
保
健
医
療
費

に
充
て
る
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
に
五
億

九
、
一
二
九
万
八
千
円
、
介
護
保
険
用
に
保

険
者
が
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
へ
納

付
す
る
の
に
一
億
六
、
七
七
三
万
円
、
交
付

基
準
額
を
超
え
る
高
額
医
療
に
よ
る
財
政
運

営
の
不
安
を
解
消
す
る
た
め
の
高
額
医
療
費

共
同
事
業
医
療
費
拠
出
金
に
五
、
三
五
五
万

八
千
円
、
三
五
歳
以
上
の
被
保
険
者
の
人
間

ド
ッ
ク
受
診
へ
の
一
部
助
成
に
七
六
〇
万
円

で
す
。
被
保
険
者
（
一
三
、
七
〇
〇
人
）
一

人
あ
た
り
約
十
九
万
五
千
円
に
な
り
ま
す
。

老

人

保

健

医

療

　

予
算
額
は
、
前
年
比
五
・
二
�
減
の
二
五

億
八
、
〇
七
六
万
二
千
円
で
す
。

　

歳
入
は
、
国
庫
支
出
金
が
六
・
三
�
増
の

六
億
六
、
二
九
三
万
四
千
円
、
県
支
出
金
が

六
・
三
�
増
の
一
億
六
、
五
七
三
万
三
千
円

と
な
る
も
の
の
支
払
基
金
交
付
金
が
十
一
・

三
�
減
の
十
五
億
七
、
三
四
七
万
五
千
円
で

す
。

　

歳
出
は
、
総
務
費
が
九
・
七
�
増
の
一
、

一
一
五
万
六
千
円
と
な
る
も
の
の
医
療
給
付

費
等
の
減
に
伴
い
医
療
諸
費
が
五
・
二
�
減

の
二
五
億
六
、
八
三
五
万
四
千
円
で
す
。

　

主
な
内
訳
は
、
老
人
医
療
受
給
者
の
療
養

費
の
保
険
医
療
機
関
へ
の
給
付
に
二
五
億
四

五
〇
万
九
千
円
、
老
人
医
療
受
給
者
の
緊
急
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集

国民健康保険特別会計�

歳入　歳出�
２６億７，９３９万�
２千円�

下水道事業特別会計�

歳入　歳出�
１９億４，７００万�
２千円�

総務費�
６，２６３万８千円�
（２.３％）�

保険給付費�
１７億７，６９３万６千円�
（６６．３％）� 老人保健拠出金�

６億２７１万４千円�
（２２．５％）�

介護納付金�
１億６，７７３万円�
（６．３％）�

共同事業拠出金�
５，３５６万２千円�
（２．０％）�

保健事業費�
８６１万５千円�
（０．３％）�

予備費�
５９４万８千円�
（０．２％）�

その他�
１２４万９千円�

国民健康保険料�
１１億２０４万５千円�
（４１．１％）�

国庫支出金�
７億９６０万７千円�
（２６．５％）�

療養給付費等交付金�
５億４，６８７万４千円�
（２０．４％）�

県支出金�
１，４８８万９千円（０．６％）�

共同事業交付金�
２，４１０万３千円（０．９％）�

繰入金�
２億６，６３９万４千円�
（９．９％）�

繰越金�
１，５００万円�
（０．６％）�

その他�
４８万円�

老人保健医療特別会計�

歳入　歳出�
２５億８，０７６万�
２千円�

総務費�
１，１１５万６千円�
（０．４％）�医療諸費�

２５億６，８３５万４千円�
（９９．５％）�

その他�
２４万８千円�

予備費�
１００万４千円�
（０．１％）�

支払基金交付金�
１５億７，３４７万５千円�
（６１．０％）�

国庫支出金�
６億６，２９３万４千円�
（２５．７％）�

県支出金�
１億６，５７３万３千円�
（６．４％）�

繰入金�
１億７，７６１万６千円�
（６．９％）�

その他�
１００万４千円�

介護保険特別会計�

歳入　歳出�
１６億８，３９１万�

総務費�
９，０７３万円�
（５．４％）�

保険給付費�
１５億８，８１４万４千円�
（９４．３％）�

財政安定化�
基金拠出金�
１４８万４千円�
（０．１％）�

保健福祉事業費�
１００万円�
（０．１％）�

予備費�
２００万円�
（０．１％）�

その他�
５５万２千円�

介護保険料�
２億８，３１３万２千円�
（１６．８％）�

国庫支出金�
３億７，７１３万３千円�
（２２．４％）�

支払基金交付金�
５億８１３万８千円�
（３０．２％）�

県支出金�
１億９，８４９万１千円�
（１１．８％）�

繰入金�
２億９，７１９万４千円�
（１７．６％）�

繰越金�
５００万円�
（０．３％）�

町債�
１，３８１万５千円�
（０．８％）�

諸収入�
１００万５千円�
（０．１％）�

その他�
２千円�

総務費�
２億４，９５０万６千円�
（１２．８％）�

事業費�
８億８，６５９万４千円�
（４５．５％）�

公債費�
８億９２２万９千円�
（４１．６％）�

使用料及び手数料�
１億２，０８６万８千円�
（６．２％）�

国庫支出金�
３億３，３００万円�
（１７．１％）�

県支出金�
１，７３３万２千円�
（０．９％）�

繰入金�
１０億８，２００万円�
（５５．６％）�

繰越金�
７００万円（０．４％）�

町債�
３億８，６８０万円�
（１９．９％）�

その他�
２千円�

予備費�
１６７万３千円（０．１％）�

等
の
受
診
・
補
装
具
等
の
費
用
に
四
、
九
九

八
万
四
千
円
、
医
療
費
の
審
査
・
支
払
に
関

す
る
費
用
に
一
、
三
八
六
万
一
千
円
で
す
。

受
給
者
の
見
込
み
と
し
て
は
、
昨
年
度
よ
り

三
五
八
人
減
の
四
、
二
九
〇
人
で
す
。

介

護

保

険

　

予
算
額
は
、
前
年
比
七
・
一
�
増
の
十
六

億
八
、
三
九
一
万
円
で
す
。

　

歳
入
は
、
介
護
保
険
料
の
三
・
一
�
増
の

二
億
八
、
三
一
三
万
二
千
円
、
保
険
給
付
費

の
増
加
に
伴
う
国
庫
支
出
金
が
七
・
六
�
増

の
三
億
七
、
七
一
三
万
三
千
円
、
同
じ
く
支

払
基
金
交
付
金
が
七
・
〇
�
増
の
五
億
八
一

三
万
八
千
円
、
保
険
給
付
費
の
増
加
に
伴
う

介
護
給
付
費
負
担
金
の
増
に
よ
る
県
支
出
金

が
七
・
〇
�
増
の
一
億
九
、
八
四
九
万
一
千

円
、
繰
入
金
が
五
・
八
㌫
増
の
二
億
九
、
七

一
九
万
四
千
円
で
す
。

　

歳
出
の
総
務
費
に
つ
い
て
は
、
前
年
比

九
・
二
�
増
の
九
、
〇
七
三
万
円
、
介
護
サ
ー

ビ
ス
等
諸
費
の
増
加
に
よ
り
保
険
給
付
費
が

七
・
〇
�
増
の
十
五
億
八
、
八
一
四
万
四
千

円
で
す
。

　

主
な
内
訳
は
、
認
定
審
査
会
で
被
保
険
者

の
審
査
判
定
に
要
す
る
経
費
に
五
三
一
万
六

千
円
、
要
介
護
認
定
の
申
請
に
伴
う
認
定
調

査
等
に
一
、
〇
三
三
万
八
千
円
、
居
宅
介
護

の
サ
ー
ビ
ス
・
支
援
サ
ー
ビ
ス
計
画
等
・
福

下

水

道

事

業

祉
用
具
購
入
及
び
施
設
介
護
の
サ
ー
ビ
ス
に

十
五
億
七
、六
八
九
万
四
千
円
、高
額
介
護

・
支
援
サ
ー
ビ
ス
に
七
八
八
万
五
千
円
で
す
。

　

予
算
額
は
、
前
年
比
十
四
・
〇
�
減
の
一

九
億
四
、
七
〇
〇
万
二
千
円
で
す
。

　

歳
入
は
、
供
用
開
始
区
域
の
拡
大
等
に
伴

う
下
水
道
使
用
料
の
増
に
よ
る
使
用
料
及
び

手
数
料
が
八
・
五
�
増
の
一
億
二
、
〇
八
六

万
八
千
円
、
幹
線
工
事
完
了
に
よ
る
整
備
事

業
費
の
減
少
に
伴
い
国
庫
支
出
金
が
三
二
・

七
�
減
の
三
億
三
、
三
〇
〇
万
円
で
す
。

　

歳
出
は
、
整
備
事
業
費
の
減
少
に
伴
う
事

業
費
が
二
七
・
〇
�
減
の
八
億
八
、
六
五
九

万
四
千
円
、
償
還
元
金
の
増
、
償
還
利
子
の

減
に
よ
る
公
債
費
が
二
・
六
�
増
の
八
億
九

二
二
万
九
千
円
で
す
。

　

主
な
内
訳
は
、
下
水
道
事
業
水
洗
化
普
及

の
た
め
の
啓
発
、
助
成
に
六
二
七
万
七
千

円
、
排
水
施
設
等
を
維
持
管
理
す
る
の
に

二
、
〇
四
五
万
円
、
浄
化
セ
ン
タ
ー
・
ポ
ン

プ
場
等
の
管
理
運
営
に
一
億
五
、
五
九
三
万

一
千
円
、
下
水
道
の
整
備
に
八
億
四
、
二
三

五
万
五
千
円
で
す
。




